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令和８年１月26日
（令和8年3月6日 修正版）


姫　　　路　　　市



	様式番号及びタイトル
	ファイル形式

	１．入札関係書類に関する質問書
	－

	（様式第1-1号）第1回入札関係書類に関する質問書（入札参加資格）
	Excel

	（様式第1-2号）第1回入札関係書類に関する質問書（入札参加資格以外）
	Excel

	（様式第1-3号）第2回入札関係書類に関する質問書
	Excel

	２．現地見学会への申込書
	－

	（様式第2-1号）現地見学会への申込書
	Word

	（様式第2-2号）参加者リスト
	Word

	３．入札参加資格審査に関する提出書類
	－

	（様式第3-1号）入札参加表明書
	Word

	（様式第3-2号）入札参加資格審査申請書
	Word

	（様式第3-3号）応募者の構成
	Word

	（様式第3-4号）委任状（代表企業）
	Word

	（様式第3-5号）入札参加資格要件確認書①
	Word

	（様式第3-6号）入札参加資格要件確認書②
	Word

	（様式第3-7号）入札参加資格要件確認書③
	Word

	（様式第3-8号）入札参加資格要件確認書④
	Word

	（様式第3-9号）関連企業申告書（制限付一般競争入札用）
	Word

	（様式第3-10号）配置予定技術者設置届
	Word

	４．事業対話に関する提出書類
	－

	（様式第4-1号）事業対話の申込書
	Word

	（様式第4-2号）事業対話における確認事項
	Excel

	（様式第4-3号）全体処理フロー図
	Word

	（様式第4-4号）全体配置・動線計画図
	Word

	（様式第4-5号）各階平面図
	Word

	（様式第4-6号）工事工程
	Word

	５．入札書添付書類
	－

	（様式第5-1号）入札金額内訳書
	Excel

	（様式第5-2号）事業年度別内訳書
	Excel

	（様式第5-3号）設計・建設工事費内訳書
	Excel

	（様式第5-4号）運営・維持管理業務委託費内訳書
	Excel

	６．事業提案書
	－

	（１）基礎審査に関する提出書類
	－

	（様式第6-1号）基礎審査用書類
	Word

	（様式第6-2号）提案書類の整合確認書
	Word

	（様式第6-3号）要求水準に関する誓約書
	Word

	（様式第6-4号）要求水準に対する設計仕様書（設計・建設業務編）
	Excel

	（様式第6-5号）要求水準に対する設計仕様書（運営・維持管理業務編）
	Excel

	（２）非価格要素審査に関する提出書類
	－

	（様式第7-1号）事業提案書
	Word

	表紙
	任意

	（様式第7-2号）全体配置・動線計画
	Word

	（様式第7-3号）安定稼働
	Word

	（様式第7-4号）運転体制
	Word

	（様式第7-5号）緊急時の対応
	Word

	（様式第7-6号）経営計画
	Word

	（様式第7-7号）省エネ・二酸化炭素排出量
	Word

	（様式第7-8号）エネルギーの有効活用
	Word

	（様式第7-9号）公害防止計画
	Word

	（様式第7-10号）景観との調和
	Word

	（様式第7-11号）施工計画
	Word

	（様式第7-12号）環境学習
	Word

	（様式第7-13号）搬入管理
	Word

	（様式第7-14号）地元貢献
	Word

	（様式第7-15号）長寿命化
	Word

	（様式第7-16号）最終処分量の低減
	Word

	（様式第7-17号）信頼性、耐久性
	Word

	（３）事業計画に関する提出書類
	－

	（様式第8-1号）特別目的会社の資本概要
	Excel

	（様式第8-2号）特別目的会社の開業費
	Excel

	（様式第8-3号）固定費Ａ（人件費）
	Excel

	（様式第8-4号）固定費Ａ（運転経費）
	Excel

	（様式第8-5号）固定費Ａ（修繕更新費）
	Excel

	（様式第8-6号）固定費Ａ（その他費）
	Excel

	（様式第8-7号）保守管理及び修繕計画
	Excel

	（様式第8-8号）変動費Ｂ（電気・用水・下水の基本料金以外の費用）
	Excel

	（様式第8-9号）変動費Ｂ（薬剤費）
	Excel

	（様式第8-10号）変動費Ｂ（その他費）
	Excel

	（様式第8-11号）事業収支表（損益計算書）
	Excel

	（様式第8-12号）事業収支表（キャッシュフロー計算書）
	Excel

	（様式第8-13号）設計・建設業務における地元発注金額
	Excel

	（様式第8-14号）運営・維持管理業務における地元発注金額
	Excel

	７．辞退届
	－

	（様式第9-1号）辞退届
	Word

	[bookmark: _Hlk218602694]８．暴力団排除に関する誓約書
	

	（様式第10-1号）暴力団排除に関する誓約書（工事請負用）
	Word

	（様式第10-2号）暴力団排除に関する誓約書（業務委託用）
	Word












１．入札関係書類に関する質問書


（様式第1-1号）、（様式第1-2号）及び（様式第1-3号）の入札関係書類に関する質問書については、別途、Excelファイル参照のこと。















２．現地見学会への申込書





（様式第2-1号）
令和　年　月　日

現地見学会への申込書

（宛先）姫路市長



　　所   在   地：
商号又は名称：
代 表 者 名
又は受任者名：　　　　　　　　　　　




「姫路市新美化センター整備・運営事業」入札説明書「第４章４．（４）現地見学会の開催」に規定された、現地見学会への参加を申し込みます。


（様式第2-2号）
令和　年　月　日
参加者リスト

（宛先）姫路市長

　所   在   地：
商号又は名称：
代 表 者 名
又は受任者名：

「姫路市新美化センター整備・運営事業」入札説明書「第４章４．（４）現地見学会の開催」に規定された、現地見学会への申込に際し、参加者リストを提出します。

【連絡担当者】
	商号又は名称
	

	所在地
	

	担当者
	所属・役職
	

	
	氏名
	

	
	電話
	

	
	電子メール
	


【現地見学会参加予定者】
	会社名
	本事業で
予定している役割
	参加する者の
所属、氏名等

	参加者1
	
	
	

	参加者2
	
	
	

	参加者3
	
	
	

	参加者4
	
	
	

	参加者5
	
	
	

	参加者6
	
	
	

	参加者7
	
	
	

	参加者8
	
	
	

	参加者9
	
	
	

	参加者10
	
	
	


※参加者は10名までとする。









３．入札参加資格審査に関する提出書類











（様式第3-1号）
令和　年　月　日

入札参加表明書

（宛先）姫路市長


（代表企業）
所   在   地：
商号又は名称：
代 表 者 名
又は受任者名：




令和8年1月26日付で公告された「姫路市新美化センター整備・運営事業」の入札に参加することを表明します。
つきましては、入札公告等で示された期日までに、入札参加資格審査に関する書類の提出を行います。

（様式第3-2号）
令和　年　月　日
入札参加資格審査申請書

（宛先）姫路市長


（代表企業）
所   在   地：
商号又は名称：
代 表 者 名
又は受任者名：　　　　　　　　　　　　　　　　印



令和8年1月26日付で公告された「姫路市新美化センター整備・運営事業」について、応募者の構成、委任状及び入札参加資格審査に関する書類を提出します。
入札参加資格審査申請書の提出に当たり、入札説明書「第４章３．応募者の参加資格要件」に規定される全ての要件を満たし、関係書類全ての記載事項が事実と相違ないことや本事業の実施に当たり法令や社会規範を遵守することを誓約します。
　また、入札参加資格審査申請書提出後に変更が生じた場合は、速やかに届出します。



（様式第3-3号）
応募者の構成

１．応募者の構成
（１）本施設におけるプラントの設計・建設を行う者
	①代表企業
	商号又は名称
	

	
	所在地
	

	
	代表者名
又は受任者名
	

	
	担当者連絡先
	所属
	

	
	
	氏名
	

	
	
	電話
	
	E-mail
	

	②
	商号又は名称
	

	
	所　 在 　地
	

	
	代表者名
又は受任者名
	


（２）本施設における建築物等の設計を行う者
	①
	構成区分
	（※構成員又は協力企業のいずれかを記載してください）

	
	商号又は名称
	

	
	所在地
	

	
	代表者名
又は受任者名
	


（３）本施設における建築物等の建設を行う者
	①
	構成区分
	（※構成員又は協力企業のいずれかを記載してください）

	
	商号又は名称
	

	
	所在地
	

	
	代表者名
又は受任者名
	

	②
	構成区分
	（※構成員又は協力企業のいずれかを記載してください）

	
	商号又は名称
	

	
	所在地
	

	
	代表者名
又は受任者名
	




（４）本施設の運営・維持管理業務を行う者
	①
	業務内容
	（※運営、維持管理など、ＳＰＣから受託する業務を記載してください）

	
	商号又は名称
	

	
	所在地
	

	
	代表者名
又は受任者名
	

	②
	業務内容
	（※運営、維持管理など、ＳＰＣから受託する業務を記載してください）

	
	商号又は名称
	

	
	所在地
	

	
	代表者名
又は受任者名
	


注）欄が足りない場合は表を適宜追加してください。
２．特定建設工事共同企業体の概要
（１）設計・建設業務を複数の者で実施する場合に結成する特定建設工事共同企業体
	ＪＶの区分
	甲型ＪＶ　　・　　乙型ＪＶ
（いずれかに○を付けてください）

	構成員の商号又は名称
	出資割合
（甲型JVの場合）
	分担施工の範囲
（乙型JVの場合）

	代表者
	
	
	

	構成企業
	
	
	

	
	
	
	


注）行が足りない場合は適宜追加してください。
注）落札者は、特定建設工事共同企業体協定書を、本市が指定した日までに提出すること
（２）プラントの設計・建設又は建築物等の建設等を複数の者で実施する場合に結成する特定建設工事共同企業体
	ＪＶの区分
	甲型ＪＶ　　・　　乙型ＪＶ
（いずれかに○を付けてください）

	ＪＶの
担当業務
	（例：本施設におけるプラントの設計・建設及び建築物等の設計・建設）
（例：本施設における建築物等の建設）

	構成員の商号又は名称
	出資割合
（甲型JVの場合）
	分担施工の範囲
（乙型JVの場合）

	代表者
	
	
	

	構成企業
	
	
	

	
	
	
	


注）行が足りない場合は適宜追加してください。
注）複数の特定建設工事共同企業体が結成する場合は、本様式の表を適宜追加してください。
注）落札者は、特定建設工事共同企業体協定書を、本市が指定した日までに提出すること

（様式第3-4号）
令和　年　月　日
委任状（代表企業）

（宛先）姫路市長

（構成員又は協力企業）
　所　 在 　地：
商号又は名称：
代表者職氏名：　　　　　　　　　　　　　　　　　実印
　　　　　　　　　　　　　
　（※姫路市への委任先の登録の有無にかかわらず、本社の代表者名で作成すること）

私は、下記の代表企業代表者を代理人と定め、入札参加資格審査に関する提出書類の提出日から事業契約の締結日までの期間、「姫路市新美化センター整備・運営事業」に係る姫路市との入札、契約手続きについて、次の権限を委任致します。

代理人（代表企業代表者）
　所　 在　 地：
商号又は名称：
代 表 者 名
又は受任者名：　　　　　　　　　　　　　　　　　印
　　　　　　　　　　　　　
　　　　（※姫路市へ委任先の登録をしている場合は、委任先の名称、受任者名とする）

委任事項
1．下記事業に関する入札への参加表明について
2．下記事業に関する入札参加資格審査申請について
3．下記事業に関する事業対話の申込について
4．下記事業に関する事業提案書の提出について
5．下記事業に関する入札辞退について
6. 下記事業に関する入札について
7．下記事業に関する契約内容の協議について
　8. 下記事業に関する復代理人及び入札代理人の選任及び解任について

事業名
姫路市新美化センター整備・運営事業


注1）構成員、協力企業ごとに本様式各1枚を使用してください。


（様式第3-5号）
令和　年　月　日
入札参加資格要件確認書①
本施設におけるプラントの設計・建設を行う者の要件確認書

商号又は名称：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１．参加資格要件
	添付資料
	応募者
確認
	本市
確認

	①
	法人税並びに消費税及び地方消費税に未納がないことの納税証明書（税務署様式その３の３）【公告日以後に発行されたもの】の写し
	
	

	②
	市税に未納がないことの納税証明書（市税の納税義務がある場合に限る。）
【公告日以後に発行されたもの】の写し
	
	

	③
	関連企業申告書
	
	

	④
	清掃施設工事に係る特定建設業許可通知書又は許可証明書の写し
	
	

	⑤
	最新の経営事項審査結果通知書の写し
	入札参加資格審査書類提出期間の満了時において有効なもの
	
	

	
	
	契約予定日において有効なもの
	
	

	⑥
	プラントの設計・建設を行う者の要件に定める施工実績を証する書類
	
	


　※受付期間内に⑤契約予定日において有効な経営事項審査結果通知書が提出できない場合は、別途市の定める日までに提出すること

２．当該業務を行う者の施工実績要件
	入札説明書のプラントの設計・建設を行う者の要件に定める一般廃棄物処理施設のプラントを新設する工事の施工実績

	工　　事　　名
	

	発　注　者　名
	

	契　約　期　間
	　　　　年　月　日　～　　　　年　月　日

	ＪＶで施工した場合の要件等
	単体・甲型ＪＶ（出資割合　　％）・乙型ＪＶ

	施　設　名　称
	

	処　理　能　力
	ｔ／日　（　　炉）

	ボイラ・タービン式発電設備の有無
	有り　・　無し

	焼　却　方　式
	

	事　業　方　式
	


※上記、施工実績を証する書類として、CORINSの竣工登録が確認できる登録内容確認書（又は竣工登録工事カルテ受領書）を添付すること。CORINSの登録内容確認書では施工実績要件を確認できない場合は、契約書、要求水準書等を添付し、補足すること
（様式第3-6号）
令和　年　月　日
入札参加資格要件確認書②
本施設における建築物等の設計を行う者の要件確認書

商号又は名称：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


１．参加資格要件
	添付資料
	応募者
確認
	本市
確認

	①
	法人税並びに消費税及び地方消費税に未納がないことの納税証明書（税務署様式その３の３）【公告日以後に発行されたもの】の写し
	
	

	②
	市税に未納がないことの納税証明書（市税の納税義務がある場合に限る。）
【公告日以後に発行されたもの】の写し
	
	

	③
	関連企業申告書
	
	

	④
	一級建築士事務所登録証明書
	
	





（様式第3-7号）
令和　年　月　日
入札参加資格要件確認書③
本施設における建築物等の建設を行う者の要件確認書

商号又は名称：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１．参加資格要件
	添付資料
	応募者
確認
	本市
確認

	①
	法人税並びに消費税及び地方消費税に未納がないことの納税証明書（税務署様式その３の３）【公告日以後に発行されたもの】の写し
	
	

	②
	市税に未納がないことの納税証明書（市税の納税義務がある場合に限る。）
【公告日以後に発行されたもの】の写し
	
	

	③
	関連企業申告書
	
	

	④
	建築一式工事に係る特定建設業許可通知書又は許可証明書の写し
	
	

	⑤
	最新の経営事項審査結果通知書の写し
	入札参加資格審査書類提出期間の満了時において有効なもの
	
	

	
	
	契約予定日において有効なもの
	
	


　※受付期間内に⑤契約予定日において有効な経営事項審査結果通知書が提出できない場合は、別途市の定める日までに提出すること



（様式第3-8号）
令和　年　月　日
入札参加資格要件確認書④
本施設の運営・維持管理業務を行う者の要件確認書

商号又は名称：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１．参加資格要件
	添付資料
	応募者
確認
	本市
確認

	①
	法人税並びに消費税及び地方消費税に未納がないことの納税証明書（税務署様式その３の３）【公告日以後に発行されたもの】の写し
	
	

	②
	市税に未納がないことの納税証明書（市税の納税義務がある場合に限る。）
【公告日以後に発行されたもの】の写し
	
	

	③
	関連企業申告書
	
	

	④
	運営・維持管理業務を行う者の要件に定める履行実績を証する書類
	
	


　

２．当該業務を行う者の履行実績要件
	入札説明書の運営・維持管理業務を行う者の要件に定める一般廃棄物処理施設における施設運営業務の履行実績

	施　設　名　称
	

	発　注　者　名
	

	受　注　者　名
	

	契　約　期　間
	　　　　年　月　日　～　　　　年　月　日

	受託している業務内容
	

	施設の処理能力
	ｔ／日　（　　炉）

	ボイラ・タービン式発電設備の有無
	有り　・　無し

	焼　却　方　式
	

	事　業　方　式
	


※上記履行実績を証する書類として、契約書、仕様書等の契約の内容及び施設の概要が分かる書類を添付すること。
　※発注者から直接受託している者が特別目的会社の場合は、当該特別目的会社が運営に関する業務を発注者から委託されていることが分かるもの（契約書等）及び当該特別目的会社から運営に関する業務の再委託を受けていることが分かるもの（契約書等）を添付すること。


（様式第3-9号）
関連企業申告書（制限付一般競争入札用）
年　　　月　　　日
（宛先）姫　路　市　長

所　 在 　地：　　　　　　　　　　　　　　　　　　
商号又は名称：　　　　　　　　　　　　　　　　　　
代 表 者 名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　
又は受任者名：　　　　　　　　　　　　　　　　
電話　　　　（　　　　）　　　　　（担当）　　　　　　　

以下のとおり、資本関係または人的関係にある企業について申告します。
また、記載内容については、事実に相違ないことを誓約します。

１　資本関係にある企業　（裏面参照。該当ない場合は「無」に◯をしてください。）
　　「有」の場合は、下表に記入のうえ「関連内容」欄に次の該当する番号を記入してください。
1 親会社と子会社の関係にある場合・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（　有　・　無　）
2 親会社を同じくする子会社同士の関係にある場合・・・・・・・・・・・・・・・・・（　有　・　無　）
	企業名
	所在地
	関連内容

	
	
	

	
	
	

	
	
	



２　人的関係にある企業　（裏面参照。該当ない場合は「無」に◯をしてください。）
　　「有」の場合は、下表に記入のうえ「関連内容」欄に次の該当する番号を記入してください。
③　一方の会社の役員が、他方の会社の役員を現に兼ねている場合・・・・・・・・・・（　有　・　無　）
④　一方の会社の役員が、他方の会社の管財人を現に兼ねている場合・・・・・・・・・（　有　・　無　）
	企業名
	所在地
	関連内容
	兼任している
役員の氏名

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	



３　その他入札の適正さが阻害されると認められる場合 （該当ない場合は「無」に◯をしてください。）
　　「有」の場合は、下表に記入のうえ「関連内容」欄に次の該当する番号を記入してください。
⑤　組合とその組合員・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（　有　・　無　）
⑥　一方の会社の代表者と、他方の会社の代表者が夫婦の関係である場合・・・・・・・（　有　・　無　）
	企業名
	所　在　地
	関連内容
	他方の会社の代表者名
（⑥の場合）

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


それぞれ記載欄が不足する場合は、上記内容を記載した別様式を作成し、代表者印を押印のうえ提出してください。

☆　関連企業として申告の必要な企業については下記のとおりです。
ただし、姫路市に業者登録がない企業については「無」に◯をつけ届出してください。

１　資本関係にある企業
以下のいずれかに該当する二者の場合。ただし、子会社（会社法第２条第３号の規定による子会社をいう。以下同じ。）又は子会社の一方が会社更生法第２条第７項に規定する更生会社（以下「更生会社」という。）又は民事再生法第２条第４号に規定する再生手続が存続中の会社である場合を除く。
①　親会社（会社法第２条第４号の規定による親会社をいう。以下同じ。）と子会社の関係にある場合
②　親会社を同じくする子会社同士の関係にある場合

２　人的関係にある企業
以下のいずれかに該当する二者の場合。ただし、③については、会社の一方が更生会社又は民事再生法第２条第４号に規定する再生手続が存続中の会社である場合は除く。
③　一方の会社の役員が、他方の会社の役員を現に兼ねている場合
④　一方の会社の役員が、他方の会社の会社更生法第６７条第１項又は民事再生法第６４条第２項の規定により選任された管財人を現に兼ねている場合

３　その他入札の適正さが阻害されると認められる場合
以下のいずれかに該当する二者の場合。
⑤　組合とその組合員
⑥　一方の会社の代表者と、他方の会社の代表者が夫婦の関係である場合


☆　記載内容に変更（該当する役員の解任等）があった場合は、直ちに契約課へ届出してください。

（様式第3-10号）
令和　年　月　日
配置予定技術者設置届
（宛先）姫路市長

所 　在 　地：　　　　　　　　　　　　　　　　
商号又は名称：　　　　　　　　　　　　　　　　
　代 表 者 名　　　　　　　　　　　　　　　　
又は受任者名：　　　　　　　　　　　　　　　　


　次の者を「姫路市新美化センター整備・運営事業」にかかる設計・建設工事の配置予定技術者として届けます。


	本事業における役割
	（プラントの設計・建設　又は　建築物等の建設）

	①
	区分
	（監理技術者　又は　主任技術者）

	
	技術者氏名
	

	
	資格者証番号
	

	
	交付年月日
	

	
	資格等の名称
	

	②
	区分
	（監理技術者　又は　主任技術者）

	
	技術者氏名
	

	
	資格者証番号
	

	
	交付年月日
	

	
	資格等の名称
	

	③
	区分
	（監理技術者　又は　主任技術者）

	
	技術者氏名
	

	
	資格者証番号
	

	
	交付年月日
	

	
	資格等の名称
	



１　配置予定技術者は、建設業法に基づき、当該工事に必要な資格要件を有する者とすること。
２　配置予定技術者については、３名まで記載することができる。落札者となった場合は、記載した技術者の中から配置すること。
３　他の工事に配置されている技術者及び営業所技術者等は、専任が必要な工事の配置予定技術者となることはできない。
４　監理技術者を配置する場合は、当該工事に必要な監理技術者資格者証の写し及び直近の監理技術者講習修了証の写しを添付すること。
５　主任技術者を配置する場合は、資格等の名称（例：二級○○施工管理技士）を記入し、免許・資格者証等の写しを添付すること。
６　雇用関係を証する書類として、入札参加申込締切日において３か月以上継続して自社の社員であることを証する書類（監理技術者資格者証又は住民税特別徴収税額通知書等の写し）を添付すること。
７　工場製作期間と現場期間を分けて技術者を配置することができる。この場合、技術者氏名の後に、（工場製作）又は（現場）と記入すること。なお、配置要件等については国土交通省が定める監理技術者制度運用マニュアルに準ずる。
８　配置する監理技術者又は主任技術者は、市長が特別に認める場合を除き変更できない。
９　プラントの設計・建設を行う者及び建築物の建設を行う者の全てについて、各者それぞれ提出すること。










４．事業対話に関する提出書類


（様式第4-2号）については、別途、Excelファイル参照のこと。


（様式第4-1号）
令和　年　月　日
事業対話の申込書

（宛先）姫路市長

（代表企業）　所　 在　 地：
商号又は名称：
代 表 者 名
又は受任者名：　　　　　　　　　　　　　　　　　

姫路市新美化センター整備・運営事業にかかる事業対話に参加したいので、入札説明書「第４章４．（６）事業対話に関する書類の受付」に規定された別添資料の提出と合わせて申し込みます。

【連絡担当者】
	商号又は名称
	

	所在地
	

	担当者
	所属・役職
	

	
	氏名
	

	
	電話
	

	
	電子メール
	


【事業対話参加予定者】
	企業名
	本事業での役割
	参加する者の
氏名

	参加者1
	
	
	

	参加者2
	
	
	

	参加者3
	
	
	

	参加者4
	
	
	

	参加者5
	
	
	

	参加者6
	
	
	

	参加者7
	
	
	

	参加者8
	
	
	

	参加者9
	
	
	

	参加者10
	
	
	


※事業対話に参加できるのは最大10名までとします。
※事業対話時は、参加者の企業名等を名乗らないようにしてください。

（様式第4-3号）
	全体処理フロー図

	
※書式（フォントサイズ、A4・A3版等）は自由とする



※様式には企業名等を記載しないこと

（様式第4-4号）
	全体配置・動線計画図

	
※書式（フォントサイズ、A4・A3版等）は自由とする



※様式には企業名等を記載しないこと

（様式第4-5号）
	各階平面図

	
※書式（フォントサイズ、A4・A3版等）は自由とする



※様式には企業名等を記載しないこと

（様式第4-6号）
	工事工程

	
※書式（フォントサイズ、A4・A3版等）は自由とする



※様式には企業名等を記載しないこと










５．入札書添付書類




（様式第5-1号）から（様式第5-4号）の各様式については、別途、Excelファイル参照のこと。















６．事業提案書
（１）基礎審査に関する提出書類


（様式第6-4号）及び（様式第6-5号）の要求水準に対する設計仕様書については、別途、Excelファイル参照のこと。






（様式第6-1号）
令和　年　月　日
基礎審査用書類

（宛先）姫路市長
 

（代表企業）
所　 在 　地：
商号又は名称：
代 表 者 名
又は受任者名：　　　　　　　　　　　　　　　　印



令和8年1月26日付で公告された「姫路市新美化センター整備・運営事業」に係る基礎審査用書類を提出します。なお、様式記載事項及び添付資料の内容については、事実と相違ないことを誓約します。



１　添付様式
（様式第6-2号）提案書類の整合確認書
（様式第6-3号）要求水準に関する誓約書
（様式第6-4号）要求水準に対する設計仕様書（設計・建設業務編）
（様式第6-5号）要求水準に対する設計仕様書（運営・維持管理業務編）




（様式第6-2号）

提案書類の整合確認書


事業提案書について、提出書類及び書類間の整合が図られているかを確認し、図られている場合には、応募者確認の欄に○をつけてください。


	項目
	応募者確認

	必要な書類が
揃っているか
	基礎審査に関する提出書類

	

	
	非価格要素審査に関する提出書類

	

	
	事業計画に関する提出書類

	

	書類間の整合が
図られているか
	基礎審査に関する提出書類と
非価格要素審査に関する提出書類
	

	
	基礎審査に関する提出書類と
事業計画に関する提出書類
	










（様式第6-3号）
令和　年　月　日
要求水準に関する誓約書

（宛先）姫路市長
 

（代表企業）
所　 在　 地：
商号又は名称：
代 表 者 名
又は受任者名：　　　　　　　　　　　　　　　　印



令和8年1月26日付で公告された「姫路市新美化センター整備・運営事業」の入札に対する本入札提出書類の一式は、入札関係書類に規定された要求水準書と同等又はそれ以上の水準であることを誓約します。

















６．事業提案書
（２）非価格要素審査に関する提出書類





（様式第7-1号）
令和　年　月　日
事業提案書

（宛先）姫路市長
 

（代表企業）
所 　在　 地：
商号又は名称：
代 表 者 名
又は受任者名：　　　　　　　　　　　　　　　　印



令和8年1月26日付で公告された「姫路市新美化センター整備・運営事業」の入札に対する事業提案書を提出します。なお、様式記載事項及び添付資料の内容については、事実と相違ないことを誓約します。


１　添付様式
様式第7-2号から様式第7-17号






※本様式は正本用のみです
※様式第7-2号から第7-17号までは、右下に「応募者名」を記載するとともに、通し番号をふること。


（様式第7-2号（1））
	Ⅰ　安心・安全で安定的に処理が可能な施設　1．全体配置・動線計画　(1)平時の対応

	
【本市が期待する効果】
(1)平時の対応
・敷地全体の安全な動線計画、敷地入口から計量棟等までにおける混雑緩和策、一般等の搬入時間外の誤侵入に対する防止策などを期待する。
＜本施設に出入りする車両＞
一般等搬入車両、委託業者搬入車両、許可業者搬入車両、来場者・見学者車両、残さ搬出車両、メンテナンス車両、薬品・燃料搬入車両、事業者職員車両等
・定期補修整備等の運営・維持管理業務に必要なスペースを確保することを期待する。
・焼却炉棟、管理棟、計量棟、多目的広場（兼災害廃棄物仮置場）等の様々な施設を配置することから、各施設間での行き来を想定した配置計画を期待する。
・見学者、施設利用者、多目的広場利用者等の敷地入口から駐車場までの車両動線、敷地入口及び駐車場から利用施設までの歩行動線が、安全で身体的に負担が少ない動線計画を期待する。
・災害時の利用の弊害とならないことを前提とした、市民が憩い集えるような多目的広場の有効的な活用を期待する。また、災害廃棄物仮置場としての使用方法及び多目的広場への復旧方法の提案を期待する。


【記入要領】
・フォントは11ポイント以上とする。
・A4版で2ページ以内とする。
・添付する全体配置・動線計画図は、本様式内で提案した内容のみとし、追加の提案は記載しないこと。



















（様式第7-2号（2））
	Ⅰ　安心・安全で安定的に処理が可能な施設　1．全体配置・動線計画　(2)災害時の対応

	
【本市が期待する効果】
(2)災害時の対応
・災害対応時には、災害廃棄物仮置場に災害廃棄物が運搬されてくるなど、平時と異なる動線になることから、敷地内に入る車両全てを、スムーズに受け入れられる体制を構築するための車両動線計画等を期待する。
・指定避難所としての機能を想定した諸室計画や、施設運営に支障のない動線計画、避難者の安全対策等を期待する。


【記入要領】
・フォントは11ポイント以上とする。
・A4版で1ページ以内とする。
・様式第7-2号添付資料1として「全体配置・動線計画図」を本様式の後にA3版横1ページで添付すること。なお、同添付資料は、様式は任意とし、上記1ページには含まないものとする。
・添付する全体配置・動線計画図は、本様式内で提案した内容のみとし、追加の提案は記載しないこと。
・様式第7-2号添付資料2として「各階平面図」を本様式の後にA3版横で添付すること。なお、同添付資料は、様式は任意とし、上記1ページには含まないものとする。























（様式第7-3号）
	Ⅰ　安心・安全で安定的に処理が可能な施設　2．安定稼働

	
【本市が期待する効果】
・ごみの搬入量が多い時期や時間帯（年末、連休明け、朝、午後一等）、緊急時（エコパークあぼし処理停止等）などごみ量が一時的に増加した場合においても安定稼働を行えるような設計、処理システム、設備等を期待する。
・今後のプラスチック分別への市施策や事業系ごみが多いことによるごみ質の変動が発生した場合などでも安定稼働を行えるような設計、処理システム、設備等を期待する


【記入要領】
・フォントは11ポイント以上とする。
・A4版で1ページ以内とする。
・性能曲線を提示すること。なお、上記1ページに含むものとし本様式内に記載すること。




























（様式第7-4号）
	Ⅰ　安心・安全で安定的に処理が可能な施設　3．運転体制

	
【本市が期待する効果】
・役割分担や班体制等を明確化した運転管理体制（夜間も含む）を構築しているか。特に夜間時における、安全、確実な24時間稼働を行える運転体制を構築しているか。なお、施設外で遠隔監視する場合は、安定稼働を目的とし、運転の二重化体制が図れる操炉計画等を期待する。
・適切な運転体制を確保するための人材育成方法等の提案を期待する。
・事故発生時の対応や、未然防止の仕組みを考慮した体制を期待する。
・応募者の納入施設や全国での発生事例における過去の労働災害等を踏まえ、デジタル技術の活用等による労働環境に優れた施設運営を期待する。
・20年間の運営期間終了後、速やかに引継ぎが行える体制（特定部品の調達を含む）を期待する。


【記入要領】
・フォントは11ポイント以上とする。
・A4版で2ページ以内とする。
・様式第7-4号添付資料1（運転体制図）を本様式の後にA4版縦1ページで添付すること。1ページに収まりきらない場合は複数ページも可とする。なお、同添付資料は、上記2ページ以内には含まないものとする。
・添付する運転体制には、本様式内で提案した内容のみとし、追加の提案は記載しないこと。






















（様式第7-5号(1)）
	Ⅰ　安心・安全で安定的に処理が可能な施設　4．緊急時の対応　(1)災害への備え

	
【本市が期待する効果】
(1)災害への備え
・災害ごとの充実した事業継続計画を期待する。また、災害時における施設の安全対策、早期復旧策を含めた対応マニュアルの策定や復旧期間の短縮やサポート体制等を期待する。


【記入要領】
・フォントは11ポイント以上とする。
[bookmark: _GoBack]・A4版で1ページ以内とする。
































（様式第7-5号(2)）
	Ⅰ　安心・安全で安定的に処理が可能な施設　4．緊急時の対応　(2)ごみピット火災対応

	
【本市が期待する効果】
(2)ごみピット火災対応
・近年多発するリチウムイオン電池によるごみピット火災を含む、様々な要因の火災に対する予防や発見のための設計上の工夫や対策（AI活用等）、発見後の適切な対処ができる方法を期待する。
・リチウムイオン電池やその他の要因によるごみピット火災発生時における、迅速かつ適切な対応（関係者への連絡体制、関係者の誘導方法、初期消火作業、消防隊との連携等）を期待する。また、火災発生時を想定した事前準備（マニュアル、訓練等）を期待する。


【記入要領】
・フォントは11ポイント以上とする。
・A4版で2ページ以内とする。




























（様式第7-6号）
	Ⅰ　安心・安全で安定的に処理が可能な施設　5．経営計画

	
【本市が期待する効果】
・20年間の安定した特別目的会社（SPC）の経営計画（出資比率・額、事業収支、安定経営等）、セルフモニタリング、不測の事態発生時における保険や代表企業のバックアップ等業務停止しない体制を期待する。


【記入要領】
・フォントは11ポイント以上とする。
・A4版で1ページ以内とする。
































（様式第7-7号）
	Ⅱ　循環型社会・脱炭素社会の形成に寄与する施設　1．省エネ・二酸化炭素排出量

	
【本市が期待する効果】
・電気、ガス、燃料等の使用量削減（省エネに寄与する機器や建材等の採用、運転及び設備計画等）、自然エネルギーの活用（ZEB oriented以上の対応含む）等、二酸化炭素排出量の削減に寄与する様々な対応策を期待する。
・設備だけではなく建築的な観点、焼却炉棟以外での対策など多種多様な具体的な提案を期待する。


【記入要領】
・フォントは11ポイント以上とする。
・A4版で2ページ以内とする。
・様式第7-7号添付資料1（エネルギー使用に伴う二酸化炭素排出量）を本様式の後にA4版縦で添付すること。なお、同添付資料は、上記2ページ以内には含まないものとする。
・様式第7-7号添付資料1の二酸化炭素排出量（t-CO2/年）の合計値を本様式内に転記すること。

























（様式第7-8号（1））
	Ⅱ 循環型社会・脱炭素社会の形成に寄与する施設 2.エネルギーの有効活用 (1)効率的な発電計画

	
【本市が期待する効果】
(1)効率的な発電計画
・ごみ量、ごみ質の変化に対応し、運営業務期間中にわたり継続的に効率のよい発電ができるシステム及び継続的な発電計画（システム、運転計画等）を期待する。


【記入要領】
・フォントは11ポイント以上とする。
・A4版で2ページ以内とする。
・様式第7-8号添付資料1（提案発電量）を本様式の後にA4版縦で添付すること。
・様式第7-8号添付資料2（運転計画）を本様式の後にA4版横で添付すること。
・様式第7-8号添付資料3（電力量内訳）を本様式の後にA4版縦で添付すること。
・添付資料は上記2ページ以内には含まないものとする。
・添付する提案発電量、運転計画、電力量内訳の添付資料は、本様式内で提案した内容のみとし、追加の提案は記載しないこと。
・発電量の代表値として、様式第7-8号添付資料1中の①ごみ量100%・ごみ質100%、②ごみ量80%・ごみ質85%の発電量（kWh）を本様式に転記すること。





















（様式第7-8号（2））
	Ⅱ 循環型社会・脱炭素社会の形成に寄与する施設 2．エネルギーの有効活用 (2)有効活用方法

	
【本市が期待する効果】
(2)有効活用方法
・発電した電気や余熱（蒸気や温水）の施設内及び敷地内で有効活用する提案を期待する。


【記入要領】
・フォントは11ポイント以上とする。
・A4版で1ページ以内とする。

































（様式第7-9号）
	Ⅲ　周辺環境に配慮した施設　1．公害防止計画

	
【本市が期待する効果】
・排ガス基準遵守のための設計での考えや処理システムにおける工夫による、排ガス基準値の管理方法、要監視基準値をもとに排ガス基準値超過が発生しない効果的な運用方法、基準超過時の具体的な対応の提案を期待する。
・周辺に対する騒音・振動・悪臭等への対策など、排ガス以外の公害防止基準値の遵守への対応や適切な管理方法を期待する。


【記入要領】
・フォントは11ポイント以上とする。
・A4版で2ページ以内とする。
・様式第7-9号添付資料1として「処理フロー図」を本様式の後にA3版横で添付すること。なお、同添付資料は、上記2ページ以内には含まないものとする。




























（様式第7-10号）
	Ⅲ　周辺環境に配慮した施設　2．景観との調和

	
【本市が期待する効果】
・施設全体としての統一感があり、周辺への環境に調和したデザインを期待する。
・形状やデザインにも優れた外観を期待する。


【記入要領】
・フォントは11ポイント以上とする。
・A4版で1ページ以内とする。
・様式第7-10号添付資料1として「パース図」を本様式の後にA3版横片面で添付すること。
・様式第7-10号添付資料2として「立面図2方向」を本様式の後にA3版横片面で添付すること。
・添付資料は、上記1ページには含まないものとする。





























（様式第7-11号（1））
	Ⅲ　周辺環境に配慮した施設　3．施工計画　(1)土壌汚染対策

	
【本市が期待する効果】
(1)土壌汚染対策
・土壌汚染を考慮した解体撤去や各施設の建設等に対する適切な施工計画、想定する懸念と対策、土壌汚染エリアの安全な管理方法の提案などを期待する。


【記入要領】
・フォントは11ポイント以上とする。
・A4版で1ページ以内とする。
































（様式第7-11号（2））
	Ⅲ　周辺環境に配慮した施設　3．施工計画　(2)排水対策

	
【本市が期待する効果】
(2)排水対策
・工事の際に排出される排水及び地下水について、下水道への放流基準に適合させる処理方法、及び雨水を本工事で新たに設置した雨水排水設備へ放流する際に、放流基準に適合させる処理方法の具体的な提案を期待する。また、各放流水についての水質確認の具体的な方法の提案を期待する。


【記入要領】
・フォントは11ポイント以上とする。
・A4版で1ページ以内とする。






























（様式第7-11号（3））
	Ⅲ　周辺環境に配慮した施設　3．施工計画　(3)工程管理

	
【本市が期待する効果】
(3)工程管理
・令和14年4月稼働及び要求水準書に示す令和10年3月までの工事着手に向けた確実な工程管理、地中障害物など不測の事態による工事中止を生じさせない対策、及び不測の事態が生じた場合の対応策の具体的な提案を期待する。


【記入要領】
・フォントは11ポイント以上とする。
・A4版で1ページ以内とする。
・様式第7-11号添付資料1として「工事工程」を本様式の後にA3版横1ページで添付すること。なお、同添付資料は、上記1ページには含まないものとする。
・添付する工事工程の添付資料には、本様式内で提案した内容のみとし、追加の提案は記載しないこと。



























（様式第7-12号）
	Ⅳ　地域住民に親しまれ、地域に貢献する施設　1．環境学習

	
【本市が期待する効果】
(1)環境学習機能
・幅広い年齢層や見学目的(小学生の社会科見学を含む)に応じた機能、見学者の身体的な負担の少ない見学ルート等の提案を期待する。
・市民の環境意識向上や本施設のイメージアップにつながる、効果的な環境学習機能を期待する。
・更新しやすい機能や将来の技術革新にも対応して更新できるシステムを期待する。
・定期的に更新し、機器、展示物、システム等が陳腐化することがない提案を期待する。

-------------------------------------------------------------------------------------

(2)情報発信方法
・建設期間中の工程及び工事の進捗状況等、また運営期間中においては運転状況や環境イベント等、専用ホームページ等を活用した効果的な情報発信方法・内容等及び適切な更新頻度を期待する。
・市民向けに、本施設への理解を深め、環境意識の向上に効果的なイベントの企画を期待する。また、運営HPを活用した情報発信を期待する。


【記入要領】
・フォントは11ポイント以上とする。
・「(1) 環境学習機能」、「(2) 情報発信方法」は本様式内で区分して提案すること。
・A4版で1ページ以内とする。
・様式第7-12号添付資料1として「見学ルート図」を本様式の後にA3版横片面で添付すること。なお、同添付資料は、上記1ページには含まないものとする。

















（様式第7-13号）
	Ⅳ　地域住民に親しまれ、地域に貢献する施設　2．搬入管理

	
【本市が期待する効果】
・車両の安全対策、処理困難物の搬入防止対策、誤侵入防止対策を施したうえで、カメラによる識別やICカードの導入など搬入者の負担が少ない搬入管理システムを期待する。
・本施設は24時間受入れすることをふまえ、特に夜間での計量トラブル対応や搬入者の誘導システムなど、円滑に運営できる24時間受入体制を期待する。また、処理困難物をカメラ等で監視するなど、処理困難物混入を防止する方策を期待する。


【記入要領】
・フォントは11ポイント以上とする。
・A4版で2ページ以内とする。






























（様式第7-14号）
	Ⅳ　地域住民に親しまれ、地域に貢献する施設　3．地元貢献

	
【本市が期待する効果】
(1) 地元貢献
・本事業による地元への経済効果を期待する。
(2) 地元雇用
・地域に受け入れられる施設を目指し、運営期間において、積極的な地元雇用を期待する。


【記入要領】
・フォントは11ポイント以上とする。
・A4版で1ページ以内とする。
・様式第8-13号（設計・建設業務における地元発注金額）及び様式第8-14号（運営・維持管理業務における地元発注金額）を本様式の後にそれぞれA4版横で添付すること。なお、同資料は、上記1ページには含まないものとする。
・「(1)地元貢献」については、様式8-13号及び様式8-14号に基づき定量評価とするため、本様式内には「(1)地元貢献」に係る提案は記載しないこと。
・添付する同様式には、本様式内で提案した内容のみとし、追加の提案は記載しないこと。

























（様式第7-15号）
	Ⅴ　洗練された無駄のない施設　1．長寿命化

	
【本市が期待する効果】
・本施設での建築躯体、プラント設備、建築設備ともに30年以上使用できるよう長寿命化を図った施設を期待する。なお、長寿命化を図れるよう、海風による塩害や紫外線、台風等への対候性を考慮した素材や仕様の採用なども期待する。
・精密機能検査結果、修繕履歴等のビッグデータを活用した運転計画、長期運用に伴う適切な点検・補修・更新などの維持管理計画を期待する。
・維持管理費の低減にもつながる設計での対応（施設計画）、維持管理費の低減や将来的な増加を抑制できる運転計画や維持管理計画など、長期にわたりライフサイクルコストの低減が図れる経済性に優れた施設を期待する。


【記入要領】
・フォントは11ポイント以上とする。
・A4版で2ページ以内とする。



























（様式第7-16号）
	Ⅴ　洗練された無駄のない施設　2．最終処分量の低減

	
【本市が期待する効果】
・市の運営費に直結する焼却残さ量（飛灰処理物等）を低減するための対策を期待する。


【記入要領】
・フォントは11ポイント以上とする。
・A4版で1ページ以内とする。
・様式第7-16号添付資料1の表を本様式内に貼付すること。なお、表の加工は可とする。
































（様式第7-17号）
	Ⅴ　洗練された無駄のない施設　3．信頼性、耐久性

	
【本市が期待する効果】
・応募者の納入施設や全国での発生事例における過去の機械トラブル等を踏まえた技術改善策を施した処理システムを期待する。
・AI、IoT、ICT等の活用や、最新の技術を活かした設備の導入などによる、より安定的かつ効率的な処理に寄与するシステムを期待する。


【記入要領】
・フォントは11ポイント以上とする。
・A4版で2ページ以内とする。








































６．事業提案書
（３）事業計画に関する提出書類



（様式第8-1号）から（様式第8-14号）の各様式については、別途、Excelファイル参照のこと。













７．辞退届









（様式第9-1号）
令和　年　月　日
辞　退　届

（宛先）姫路市長
 

（代表企業）
所　 在 　地：
商号又は名称：
代 表 者 名
又は受任者名：　　　　　　　　　　　　　　　　印

担   当   者
所  属
氏　名
電　話
E-mail


令和8年1月26日付で公告された「姫路市新美化センター整備・運営事業」について、下記の理由により入札を辞退いたします。

　（辞退理由）












８．暴力団排除に関する誓約書





（様式第10-1号）
暴力団排除に関する誓約書

下記１の市発注工事の請負契約（以下「本工事契約」という。）の締結に当たり、姫路市暴力団排除条例（平成２４年姫路市条例第４９号）を遵守し、暴力団を利することとならないよう措置を講じて暴力団排除に協力するため、下記２のとおり誓約します。
なお、発注者がこの誓約書の写し及び下記２(7)の情報を所轄の警察署長（以下「警察署長」という。）に提供すること、発注者が警察署長に下記２(1)及び(2)に関して意見照会すること並びに警察署長から得た情報を発注者が他の業務において暴力団を排除するために利用し、又は外郭団体等を含む市関係部局が共有することについて同意します。

記

１　事　業　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　（基本協定締結日　　　　　　年　　　　月　　　　日）

２　誓約事項
(1)　受注者は、姫路市が行う建設工事等の契約からの暴力団排除に関する要綱（平成２５年４月１日制定。以下「要綱」という。）第３条各号に掲げる者（以下「排除対象業者」という。）のいずれにも該当しないこと。
(2)　下請契約等（本工事契約の一部について締結する請負契約（以下「下請契約」という。）、再委託契約、資材又は原材料の購入契約その他の本工事契約の履行に伴い締結する契約をいう。以下同じ。）を締結するに当たり、排除対象業者を契約の受注者としないこと。
(3)　受注者は、下請契約等（受注者が本工事契約の履行に伴い締結する下請契約等を一次下請契約等として、以下、下請契約等が数次にわたるときは、その全ての下請契約等を含む。以下同じ。）の受注者が当該者を発注者とする下請契約等を締結するに当たり、排除対象業者を受注者としないよう指導し、二次以下の下請契約等の受注者が排除対象業者であることが判明したときには、その旨を発注者に報告するとともに、当該下請契約等の発注者に対しその者を当該下請契約等から排除するよう要請すること。
(4)　受注者が前３号のほか、本工事契約約款の暴力団の排除に関する措置の各条項に違反したときには、契約の解除、違約金の請求その他の発注者が行う一切の措置について異議を述べないこと。
(5)　受注者は、下請契約（下請契約が数次にわたるときは、その全ての下請契約を含む。以下同じ。）の受注者から、本誓約書に準じた発注者に対する誓約書を各下請契約の締結後直ちに提出させ、当該誓約書を本工事契約約款の規定による下請契約の受注者の商号等を通知するときに発注者に提出すること。
(6)　受注者は、下請契約の受注者が誓約書を提出していないことが判明した場合には、直ちにその提出を求め、下請契約の受注者がこれに応じないときは、その旨を発注者に報告すること。
(7)　発注者が、受注者又は下請契約等の受注者が排除対象業者に該当するのか否かを確認するために、その役員等（要綱第２条第７号に規定する役員等をいう。）の名簿その他の情報の提供を求めた場合には、受注者は速やかに必要な情報を発注者に提出すること。
(8)　受注者は、本工事契約の履行に伴い、排除対象業者から工事の妨害その他の不当な手段による要求（以下「不当介入」という。）を受けたときには、発注者に報告するとともに警察署長に届け出て、捜査上必要な協力を行うこと。
(9)　受注者は、下請契約等の受注者に対し、当該下請契約等の履行に伴い不当介入を受けたときには、受注者に報告するよう指導すること。
(10)  受注者は、下請契約等の受注者から不当介入を受けたという報告を受けたとき及び下請契約等の受注者が当該下請契約等の履行に伴い不当介入を受けたことを知ったときには、発注者に報告するとともに警察署長に届け出て、当該下請契約等の受注者とともに捜査上必要な協力をすること。

　　　年　　月　　日
（宛先）姫路市長
（受注者）
住　　　所
（所在地）
氏　　　名
法 人 名


代表者名


○　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）（抄）　
（定義）
第２条　この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。
⑵　暴力団　その団体の構成員（その団体の構成団体の構成員を含む。）が集団的に又は常習的に暴力的不法行為等を行うことを助長するおそれがある団体をいう。
⑹　暴力団員　暴力団の構成員をいう。
○　姫路市暴力団排除条例（平成24年姫路市条例第49号）（抄）	
（定義）
第２条　この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。
⑴　暴力団　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号。以下「法」という。）第２条第２号に規定する暴力団をいう。
⑵　暴力団員　法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。
（市の事務及び事業における措置）
第７条　市は、契約に係る事務その他すべての事務又は事業において、暴力団を利することとならないように、暴力団及び暴力団員並びにこれらのものと社会的に非難されるべき関係を有する者を契約の相手方としない等の必要な措置を講ずるものとする。
○　姫路市が行う建設工事等の契約からの暴力団排除に関する要綱（抄）
（定義）
第２条　この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。
⑴　暴力団　条例第２条第１号に規定する暴力団をいう。
⑵　暴力団員　条例第２条第２号に規定する暴力団員をいう。
⑶　暴力団関係者　第３条第２号から第４号までに規定する者をいう。
⑷　法人等　法人その他の団体をいう。
⑸　役員　法人等において、業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいい、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、当該法人等に対し業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認められる者をいう。
⑹　相当の責任の地位にある者　役員以外で業務に関し監督する責任を有する使用人をいう。
⑺　役員等　法人等にあっては、役員その他経営に実質的に関与している者又は相当の責任の地位にある者をいい、個人にあっては、その者又は経営に実質的に関与している者若しくは相当の責任の地位にある者をいう。
⑻　下請契約等　建設工事等の一部について締結される請負契約（請負契約が数次にわたるときはその全ての請負契約を含む。第１０号において同じ。）、再委託契約、資材又は原材料の購入契約その他の契約をいう。
⑼　共同企業体　姫路市建設工事の共同企業体取扱要綱（昭和５９年１０月２５日制定）の規定に基づき設立された共同企業体をいう。
⑽　下請負人等　下請契約等の相手方のうち、請負契約の請負人及び再委託契約、資材又は原材料の購入契約その他の契約の相手方をいう。
（契約の相手方からの排除）
第３条　市長は、次の各号のいずれかに該当する者（当該者を構成員としている共同企業体を含む。以下「排除対象業者」という。）を、建設工事等の契約の相手方としてはならない。
　⑴　暴力団又は暴力団員
⑵　暴力団員が役員として経営に関与している者（実質的に関与している場合を含む。）
⑶　暴力団員を相当の責任の地位にある者として使用し、又は代理人として選任している者
⑷　次に掲げる行為をした者を、役員等としている者
ア　自己若しくは第三者の利益を図り、又は第三者に損害を与えるため、暴力団若しくは暴力団員の威力を利用する行為
イ　暴力団又は暴力団員に資金的援助等の経済的便宜を図る行為
ウ　暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用するなどしていると認められる行為
エ　アからウまでに掲げるもののほか、暴力団又は暴力団員と社会的に非難される関係を有していると認められる行為
（様式第10-2号）
暴力団排除に関する誓約書

下記１の市発注契約（以下「本件契約」という。）の締結に当たり、姫路市暴力団排除条例（平成２４年姫路市条例第４９号）を遵守し、暴力団を利することとならないよう措置を講じて暴力団排除に協力するため、下記２のとおり誓約します。
なお、発注者がこの誓約書の写し及び下記２(3)の情報を所轄の警察署長（以下「警察署長」という。）に提供すること、発注者が警察署長に下記２(1)に関して意見照会すること並びに警察署長から得た情報を発注者が他の業務において暴力団を排除するために利用し、又は外郭団体等を含む市関係部局が共有することについて同意します。

記

１　事　業　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　（基本協定締結日　　　　　　年　　　　月　　　　日）

２　誓約事項
(1)　受注者は、姫路市が行う建設工事等の契約からの暴力団排除に関する要綱（平成２５年４月１日制定。以下「要綱」という。）第３条各号に掲げる者（以下「排除対象業者」という。）のいずれにも該当しないこと。
(2)　受注者が前号のほか、本件契約約款の暴力団の排除に関する措置の各条項に違反したときには、契約の解除、違約金の請求その他の発注者が行う一切の措置について異議を述べないこと。
(3)　発注者が、受注者が排除対象業者に該当するのか否かを確認するために、その役員等（要綱第２条第７号に規定する役員等をいう。）の名簿その他の情報の提供を求めた場合には、受注者は速やかに必要な情報を発注者に提出すること。
(4)　受注者は、本件契約の履行に伴い、排除対象業者から妨害その他の不当な手段による要求を受けたときには、発注者に報告するとともに警察署長に届け出て、捜査上必要な協力を行うこと。


　　　年　　月　　日

（宛先）姫路市長


（受注者）
住　　　所
（所在地）

氏　　　名
法 人 名
代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　



○　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）（抄）　
（定義）
第２条　この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。
⑵　暴力団　その団体の構成員（その団体の構成団体の構成員を含む。）が集団的に又は常習的に暴力的不法行為等を行うことを助長するおそれがある団体をいう。
⑹　暴力団員　暴力団の構成員をいう。
○　姫路市暴力団排除条例（平成24年姫路市条例第49号）（抄）	
（定義）
第２条　この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。
⑴　暴力団　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号。以下「法」という。）第２条第２号に規定する暴力団をいう。
⑵　暴力団員　法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。
（市の事務及び事業における措置）
第７条　市は、契約に係る事務その他すべての事務又は事業において、暴力団を利することとならないように、暴力団及び暴力団員並びにこれらのものと社会的に非難されるべき関係を有する者を契約の相手方としない等の必要な措置を講ずるものとする。
○　姫路市が行う建設工事等の契約からの暴力団排除に関する要綱（抄）
（定義）
第２条　この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。
⑴　暴力団　条例第２条第１号に規定する暴力団をいう。
⑵　暴力団員　条例第２条第２号に規定する暴力団員をいう。
⑶　暴力団関係者　第３条第２号から第４号までに規定する者をいう。
⑷　法人等　法人その他の団体をいう。
⑸　役員　法人等において、業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいい、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、当該法人等に対し業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認められる者をいう。
⑹　相当の責任の地位にある者　役員以外で業務に関し監督する責任を有する使用人をいう。
⑺　役員等　法人等にあっては、役員その他経営に実質的に関与している者又は相当の責任の地位にある者をいい、個人にあっては、その者又は経営に実質的に関与している者若しくは相当の責任の地位にある者をいう。
⑻　下請契約等　建設工事等の一部について締結される請負契約（請負契約が数次にわたるときはその全ての請負契約を含む。第１０号において同じ。）、再委託契約、資材又は原材料の購入契約その他の契約をいう。
⑼　共同企業体　姫路市建設工事の共同企業体取扱要綱（昭和５９年１０月２５日制定）の規定に基づき設立された共同企業体をいう。
⑽　下請負人等　下請契約等の相手方のうち、請負契約の請負人及び再委託契約、資材又は原材料の購入契約その他の契約の相手方をいう。
（契約の相手方からの排除）
第３条　市長は、次の各号のいずれかに該当する者（当該者を構成員としている共同企業体を含む。以下「排除対象業者」という。）を、建設工事等の契約の相手方としてはならない。
　⑴　暴力団又は暴力団員
⑵　暴力団員が役員として経営に関与している者（実質的に関与している場合を含む。）
⑶　暴力団員を相当の責任の地位にある者として使用し、又は代理人として選任している者
⑷　次に掲げる行為をした者を、役員等としている者
ア　自己若しくは第三者の利益を図り、又は第三者に損害を与えるため、暴力団若しくは暴力団員の威力を利用する行為
イ　暴力団又は暴力団員に資金的援助等の経済的便宜を図る行為
ウ　暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用するなどしていると認められる行為
エ　アからウまでに掲げるもののほか、暴力団又は暴力団員と社会的に非難される関係を有していると認められる行為


